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日商簿記検定対策
（問題用紙・答案用紙）




第3回

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿商　業　簿　記＿
【第１問】問題用紙（20点）
次の取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、各取引の下の勘定科目の中から最も適当と思われるものを
選び、記号で解答すること。

１．園田園芸は西本機工㈱から￥3,000,000で掛け購入した商品を今泉物産㈱に￥12,000,000で掛け販売した。 当社は商品売買について売上原価対立法を採用している。
 　　ア. 仕入 　イ. 売上 　ウ. 買掛金 　エ. 売上原価 　オ.商品 　カ. 売掛金 
　　　　
２．決算にあたり、売上債権の期末残高￥3,800,000について１％の貸倒れを見積もり、貸倒引当金を設定したが、その全額について税法上の損金算入が認められなかったので、貸倒引当金にかかわる税効果会計の仕訳を行う。貸倒引当金に期首残高はなく、また法人税等の法定実効税率は30％である。なお、貸倒引当金を設定するための決算整理仕訳はすでに行っているものとし、税効果会計の適用にかかわる仕訳のみを解答すること。
ア．租税公課　イ．法人税等調整額　ウ．繰延税金負債　エ．繰延税金資産　オ．仮払法人税等
　　カ．売掛金　キ．貸倒損失　
　
３．加澤緑地工業㈱はCO₂排出を抑えた備品を￥25,000,000で購入し、代金は翌月に支払うことにした。この備品については、期首に国から補助金￥15,000,000を受け取っていたため、直接減額方式による圧縮記帳を併せて行った。なお。購入した固定資産は相殺しなくてもよいものとする。
ア．固定資産圧縮損　イ．減価償却費　ウ．国庫補助金受贈益　エ．未払金　オ．固定資産
　カ．備品　キ．当座預金　
  　

４．先日、海外の取引先に対して商品を＄1,000で掛け販売したが、為替変動リスクを回避するため、本日、当該売掛金のうち＄800について１＄＝￥150で為替予約を行った。なお、販売時の直物為替相場は１＄＝￥158である。 
ア. 現金　イ. 為替差損益　ウ. 買掛金　エ. 仕入　オ. 売上 　カ. 売掛金　キ．普通預金
　　　　
５．決算にあたり、前年度に販売した商品に付した商品保証期限が経過したため、この保証のために設定した引当金の残高￥289,000を取り崩すとともに、当期に品質保証付きで販売した商品の保証費用を当期の売上高￥35,800,000の2.5％と見積もり、洗替法により引当金を設定する。
　ア．保険料　イ．商品保証引当金繰入　ウ．貸倒引当金繰入　エ．商品保証引当金戻入　
オ．商品保証引当金　カ．商品保証費　キ．機械装置　
　　　







【第2問】問題用紙（20点）
　　以下の［資料１］［資料２］［資料３］にもとづいて、連結第2年度（×３年4月1日～×４年3月31日）における連結精算表の連結財務諸表欄のカッコ内に適切な金額を記入しなさい。連結精算表の損益計算書および株主資本等変動計算書の行で借方科目を表す場合は△マークを付しているが、貸借対照表には借方の行と貸方の行があるため△マークは付していない。

［資料１］P社のS社株式取得状況
P社は×２年３月31日にS社の発行済株式総数の70％を￥3,558,000で取得した。

［資料２］Ｓ社の資本勘定の推移
	
	資本金
	利益剰余金

	×２年3月31日
	￥3,000,000
	￥1,740,000

	×３年３月31日
	￥3,000,000
	￥2,160,000



［資料３］
１．のれんは発生年度の翌年度から20年間で定額法により償却する。
２．連結第２年度からＳ社は配当を始めた。連結第2年度は繰越利益剰余金を財源に￥150,000の配当を行った。
３．連結第２年度からＳ社はＰ社に対して商品の販売を開始した。連結第2年度におけるＰ社に対する売上高は
　￥3,150,000であった。
４．連結第2年度末においてＳ社の売掛金残高のうち￥600,000はＰ社に対するものである。Ｓ社は売上債権の期末残高に対して、３％の貸倒引当金を差額補充法により設定している。
５．連結第２年度末においてＰ社が保有する商品のうち、Ｓ社から仕入れた金額は￥240,000である。
６．Ｓ社がＰ社に対して販売する商品の売上総利益率は40％である。
７．連結第2年度においてＰ社はＳ社に土地￥300,000（簿価￥270,000）を売却した。なお、Ｓ社は連結第2年度末においてこの土地を保有している。

















【第3問】問題用紙（20点）
 次に示した商品売買業を営む京橋商事株式会社の［資料Ⅰ］から［資料Ⅲ］にもとづいて、答案用紙の貸借対照表を完成させなさい。会計期間は×３年４月１日より×４年３月31日までの１年間である。本問では減価償却およびその他有価証券の２項目に関してのみ税効果会計を適用する。法定実効税率は前期・当期とも30％であり、将来においても税率は変わらないと見込まれている。なお、繰延税金資産は全額回収可能性があるものとする。 　　　　　　　　　
［資料Ⅱ］ 未処理事項等［資料Ⅰ］　
　　　　　　決算整理前残高試算表
×4年3月31日　　　　（単位：円）
借　方
勘　定　科　目
貸　方
9,952,000
現金預金
　
14,240,000
売掛金
　
1,120,000
契約資産
　
　
貸倒引当金
32,000
12,480,000
繰越商品
　
？
仮払法人税等
　
28,800,000
建物
　
　
建物減価償却累計額
14,400,000
12,800,000
備品
　
11,760,000
その他有価証券
　
72,000
繰延税金資産
　
　
電子記録債務
2,720,000
　
買掛金
？
　
資本金
48,000,000
　
繰越利益剰余金
6,768,000
168,000
その他有価証券評価差額金
　
　
売上
171,360,000
　
受取配当金
800,000
103,520,000
仕入
　
54,400,000
給料
　
3,568,000
販売費
　
254,160,000
　
254,160,000
 

１．買掛金のうち取引銀行を通じて債務の発生記録を行っ
た電子記録債務￥480,000の振替処理が漏れていること　
が判明した。 
２．かねて丸山物産株式会社に、商品Ａ\1,120,000 （売価）
および 商品Ｂ￥640,000（売価）を販売する契約をした。　
商品Ａの引渡しと商品Ｂの引渡しは、それぞれ独立した
履行義務として識別し、代金の請求は商品Ａと商品Ｂの
両方を丸山物産に引渡した後に行う契約となっている。
商品Ａについては×４年２月中に引渡しが完了し収益
を計上しているが、×４年３月30日に商品Ｂをすべて
引き渡し、本販売契約に関する請求書を発行した。請求
金額は、翌月末に入金されることになっている。
 
［資料Ⅲ］ 決算整理事項
１．商品の期末棚卸高は次のとおり(［資料Ⅱ］2.の売上に
係る原価を控除済み）である。棚卸減耗損の80％と商品
評価損は売上原価に算入する。棚卸減耗損の残り20％は
販売費及び一般管理費に記載すること。
 帳簿棚卸高：数量 3,200個、帳 簿 価 額 ＠￥4,000
実地棚卸高：数量 3,120個、正味売却価額 ＠￥3,800 
２．売上債権の期末残高につき、１％を差額補充法により貸
倒引当金として設定する。 
３．建物、備品ともに残存価額ゼロ、定額法にて減価償却
を行う。 
建物の耐用年数は30年、備品の耐用年数は８年である。　
ただし、 備品は当期首に購入したものであり、税務上
の法定耐用年数が10年であることから、減価償却費損
金算入限度超過額に係る税効果会計を適用する。
 ４．その他有価証券の金額は、Ｆ社株式の前期末の時価である。前期末に当該株式を全部純資産直入法にもとづき時価評価した差額について、期首に戻し入れる洗替処理を行っていなかった。そのため、決算整理前残高試算表の繰延税金資産は、前期末に当該株式に対して税効果会計を適用した際に生じたものでありこれ以外に期首時点における税効果会計の適用対象はなかった。当期末のＦ社株式の時価は￥12,480,000である。
 ５．法人税、住民税及び事業税に￥2,496,000を計上する。なお、仮払法人税等は中間納付によるものである。 
６．繰延税金資産と繰延税金負債を相殺し、その純額を固定資産または固定負債として貸借対照表に表示する。


【第4問】問題用紙（28点）
⑴（12点）
下記の一連の取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、設問ごとに最も適当と思われるものを選び、
答案用紙の（ 　）の中に記号で解答すること。
1．材料3,600㎏を１㎏あたり1,806円で仕入れ、代金は掛けとした。なお、材料の月初棚卸高は400㎏、1㎏
あたり1,776円であった。
ア．製品 イ．仕掛品 ウ．材料 エ．買掛金 オ．売上原価 カ．製造間接費 キ．材料消費価格差異

2．当月において、材料3,700㎏を消費した。なお、3,300㎏については特定の製造指図書への出庫である。また
材料費の計算については、年間を通じて1,800円の予定消費価格を用いている。
 　ア．製品 イ．仕掛品 ウ．材料 エ．買掛金 オ．売上原価 カ．製造間接費 キ．材料消費価格差異
 
3．当月の材料消費価格差異を計上する。なお、材料の実際消費価格の計算は平均法を用いており、棚卸減耗は
生じていない。
 　ア．製品 イ．仕掛品 ウ．材料 エ．買掛金 オ．売上原価 カ．製造間接 キ．材料消費価格差異
 

⑵（16点）
　製品Qを生産している永井蒸留所㈱では、実際個別原価計算を採用している。資料にもとづいて以下の問いに答え
なさい。
[資料]
　１．年間製造間接費予算　14,208,000円
　２．年間正常直接作業時間　7,680ｈ
　３．６月実際直接作業時間　　590ｈ
　４．６月製造間接費実際発生額　1,100,000円
５．製造間接費は直接作業時間を配賦基準として予定配賦している。
６．労務費の予算に関するデータ
　　　　　　　　　　　変動費　　　固定費
　　　　　直接労務費　　＠500円　　295,000円
　７．労務費の実際原価に関するデータ
　　　　　　　　　　　　変動費　　　固定費
　　　　　直接労務費　　＠600円　　295,000円

問１　6月における製造間接費配賦差異を算定しなさい。
問２　6月における製造間接費の差異について、固定予算を前提として答案用紙に示した差異を求めなさい。
問３　6月における製造間接費に差異について、公式法変動予算を前提として答案用紙に示した差異を求めなさい。
　　　なお。変動費率は600円で、年間固定予算を9,600,000円とする。
問４　労務費に関する賃率差異を求めなさい。




【第5問】問題用紙（12点）
山川製茶㈱は、緑茶ブランド知覧茶の製造販売を行っている。現在、3月の利益計画時の資料をもとに4月の利益計画を経営陣と策定している会議中である。以下の資料にもとづいて下記の問いに答えなさい。
［資料］
※３月の利益計画時の資料
１．売上高　120,000,000
２．原価内訳
　　　　　　　　　　　　変動費　　　　固定費
　　　材　料　費　　　37,200,000
　　　給　　　料　　　15,150,000
　　　水道光熱費　 　　1,650,000　　 2,760,000
　　　正社員給料　　　　　　　　  　27,270,000
　　　支払家賃　　　　　　　　 　 　12,900,000
　　　減価償却費　　　　　　　 　　　9,600,000
　　　その他費用　　　　　　　 　　　6,870,000

問１　３月の変動費率を求めよ。
問２　４月の損益分岐点売上高を求めよ。なお、変動費率及び固定費額は３月と同じ条件である。
問３　４月の目標営業利益は8,000,000円である。この目標を達成するために必要な売上高を計算しなさい。
　　　なお、目標額は千円の単位にすること。割り切れない場合は、千円未満を切り捨てるものとする。
